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平成 31 年度介護給付費・地域支援事業支援納付金の対応について 

 
 

 介護保険制度の円滑な運営に当たっては、平素より多大なご尽力を賜り厚く

御礼申し上げます。 

今般、平成 31 年度介護納付金の納付事務の実施に際しては、組合の皆様に

多大なご心配とご迷惑をおかけしており、介護保険制度を所管する立場から、

誠に遺憾に存じます。 

標記については、「平成 31 年度介護給付費・地域支援事業支援納付金につ

いて」（平成 31 年３月 29 日付厚生労働省老健局介護保険計画課、保険局保険

課事務連絡）の別紙３において、対応方針についてお知らせしておりました

が、今般、その具体的な取扱いについて、健康保険組合連合会等と協議の上、

別紙のとおり取りまとめましたので、ご連絡いたします。 

厚生労働省としては、平成 31 年度介護納付金の対応について、組合の皆様

が取り得る選択肢を拡大するとともに、その活用について、組合の皆様からの

ご相談に丁寧に応じてまいる所存ですので、こうした事情をお酌み取りいただ

き、何卒ご理解、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 



 

 

平成 31 年度介護給付費・地域支援事業支援納付金 

にかかる納付猶予等の具体的取扱いについて 

 

 

１ 平成 31 年度介護給付費・地域支援事業支援納付金（以下「納付金」という。）については、  

平成 31 年 3 月 29 日付け事務連絡別紙３においてお示しした対応方針に基づき、 

 ・介護保険法に基づく納付猶予により翌年度納付いただくこと 

・介護勘定の予備費の充当や準備金（限度内部分も含む（注））の活用により平成 31 年度納付い

ただくこと 

のいずれも可能となるよう、弾力的に運用します。 

（注）準備金の使用可能範囲の拡大をいたします。この場合においても、緊急を要するものとし

て理事長専決により決定することが可能です。 

 ※平成 31 年度予算における納付金額が告示等に基づく納付金額を満たさず予算不足が生じ、この不足額の補填とし

て準備金の取り崩しを行った組合に対する指導・助言（通常行われている「介護勘定における準備金保有割合が

100％未満となった組合」に対するものや、「健康保険法施行令第 46 条第２項に定める額未満となった組合にか

かる積立計画の策定」に対するもの）については、当分の間、積立計画の策定対象からの除外や、監査等におけ

る積立指示の見合わせなどの柔軟な対応を検討しています。 

除外とする期間などは、取り崩しの規模などを把握の上、正式には平成 32(2020)年度予算編成通知において示

すこととなりますが、適宜、情報提供いたします。 

 ※「告示等」とは、「介護保険の医療保険者の納付金の算定等に関する省令の規定に基づき平成三十一年度の医療保

険者の納付金の算定に関して厚生労働大臣が定める率及び額を定める件（平成 31 年厚生労働省告示第 137 号）」

及び「介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令等の一部を改正する政令（平成 31 年政令第 140 号）」をいう。 

 

 

２ 納付猶予について 

（１）対象範囲 

告示等に基づく納付金額が、平成 31 年度予算における納付金額を上回る場合のこれらの

納付金額の差額を上限として、猶予の対象とします。 

 

（２）猶予期間 

各月ごとの納期から最大１年間に限り、猶予が可能となります。 

    猶予期間内は、その猶予に係る納付金の督促は行いません。 

また、その猶予に係る延滞金は徴収しません。 

 

（３）猶予の申請 

① 申請の対象期間 

申請は、各月ごとの納期単位で行っていただきますが、複数月の納期分をまとめて申請す

ることも可能とします。 

 

 

 

別紙 



 

 

② 申請期限 

 納付猶予は大臣承認後に適用されますが、承認日が納付期限を跨ぐ場合は遡及して適用

することとします。申請しようとする納付金の納付期限が到来する前に、メール又は FAX で

猶予申請の可能性がある旨を支払基金に連絡し、正式に納付猶予の申請を決定した場合は、

速やかに支払基金宛に「介護給付費・地域支援事業支援納付金納付猶予申請書」を送付願い

ます。 

 

③ 申請の判断 

 納付猶予にかかる組合の判断については、予算の変更には該当しないため、必ずしも組

合会の議決を必要としません。 

 判断にあたっては、組合の規約や内部規程等に基づき対応ください。 

なお、判断すべき機関（者）が定かではなく、機関を選定することができない場合は、地

方厚生（支）局保険主管課にご相談ください。 

 

④ 申請書  

（記入事項） 

・猶予を受けようとする納付金の額 

・猶予を受けようとする期間（納付期限から一年以内） 

・告示等に基づく納付金額 

・平成 31 年度予算における納付金額 

・納付猶予額控除後の納付書及び納付猶予分の納付書の送付希望の有無 

（添付書類） 

平成 31 年度収入支出予算書（介護勘定のみ） 

          

⑤ 申請先 

    社会保険診療報酬支払基金 退職者医療・介護保険部介護保険課 

 

３ 相談窓口について 

  ○納付猶予の概要及び予算変更の取り扱いに関する相談窓口 

   地方厚生（支）局保険主管課 

   ・相談開始日：平成 31 年４月 17 日～ 

   ・相談連絡先：別添資料をご参照ください。 

   

○納付猶予の申請方法に関する相談窓口 

社会保険診療報酬支払基金本部 退職者医療・介護保険部介護保険課 

   ・相談開始日：平成 31 年４月 17 日～ 

   ・相談連絡先：別添資料をご参照ください。 

 



【別添】

○納付猶予の概要、予算変更の取り扱い　関係

厚生局名 担当課 電話番号 管轄地域

北海道厚生局 保険年金課 ０１１－７０９－２３１１ 北海道

東北厚生局 保険年金課 ０２２－７２６－９２６５ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

関東信越厚生局 保険課 ０４８－７４０－０７７２ 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県

東海北陸厚生局 保険年金課 ０５２－９５９－２０６２ 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿厚生局 保険課 ０６－４７９１－７３１３ 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国四国厚生局 保険年金課 ０８２－２２３－８２４４ 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

　 四国厚生支局 保険年金課 ０８７－８５１－９５６２ 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州厚生局 保険年金課 ０９２－４３２－６７８３ 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

○納付猶予の申請方法　関係

社会保険診療報酬
支払基金本部

退職者医療・介護保険部
介護保険課

○その他

厚生労働本省 老健局介護保険計画課
03-5253-1111
内3907、3923

電話相談窓口

TEL:03-3591-7501（内線）471~478、461～468     FAX:03-3500-3686　　E-mail：noufu@kaigo.ssk.or.jp

tel:03-3591-7501 内471~476

